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教員の自主研修に対す る効果意識と その態様に関する考察- 優秀教員対象の調査結果を基礎と し て一 

A Study on the Effect Consciousness and the State in Detail of Teacher 's Sel f- 
development : Based on a Questionnaire and Interview Survey of Excellent 
Teachers 
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本稿では, 教員の職能開発 を促進す る支援策の在り 方 を考究す る ため, 文部科学大臣優秀教員表彰制度の被表彰者 (以

下, 「優秀教員」 ) を教職におけ る一つの成功モデルと推定 し , 彼 らの自主研修に対す る効果意識 と その態様について , 質

問紙調査及 びイ ン タ ビュ ー調査 を基に分析 を試みた。

その結果, 第 1 に, 優秀教員は, 現職研修の分類 ・ 区分の中で , 自主研修に最 も高い効果意識 を持 っ てい るこ と が明 ら

かにな っ た。 第 2 に, 自主研修への取 り 組みには, 職務遂行上の使命感や プロ意識が主要な動機と な っ ている。 優秀教員

は, 校務分掌や専門教科等に関す る専門性や指導力の向上に努め, そのための労苦や金銭的負担 を厭わないと いう 姿勢が

確認でき た。 第 3 に, 関係者からの勧誘によ っ て自主研修に取り 組み始めた事例が多数である。 優秀教員が直面す る課題

の解決を模索 し てい る時に, 自主研修への タイ ムリ ーな勧誘が行われた状況が明 らかである。 第 4 に, 単独の自主研修に

よ っ て職能開発が完結 し ているのではな く , 他の研修や教育実践活動と の相互関連性に基づいている。 第 5 に, 自主研修

の取り 組みには, 多大な自已負担 ( 時間 ・ 費用) が発生 し ている実態が明 らかにな つ

さ らに, 上記 を踏まえ た自主研修の効果的な支援策について も併せて考察 し た c 

た 0 
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1 研究の背景と目的

本研究の日的は, 文部科学大臣優秀教員表彰制度の被

表彰者 (以下, 「優秀教員」 ) を教職におけ る一つの成功

モ デルと推定 し , 彼 らの職能開発過程におけ る現職研修

の効果意識と その態様 を明 らかにす るこ と によ り , 教貝

が育成 さ れる条件 を探 る と と も に , 職能開発 を促進す る

支援策の在り方 を考究するこ と である。 本稿においては, 
優秀教員の自主研修 を通 じ た職能開発に関す る質問紙調

査及びイ ンタ ビュ ー調査 を併用 し た結果 を基礎と す る。

教員の資質向上 ・ 職能開発は, 長年にわたり教育政策

上の重要課題と し て位置付け ら れてき た。 近年において

も , 専門職と し ての職責の重要性に基づき , ライ フ ス テー

ジに応 じ た多様な能力が求めら れてい る。

こ う し た情勢の下で , 指導力不足教員への厳格な対応

と 表裏一体の制度であ る 「優秀教職貝表彰の取組」 ( ' ) が

全国各地で推進 さ れて き た。 ま た , 都道府県 レベルの認

定 制 度 と し て , い わ ゆ る 「 ス ーパ ー テ イ ー チ ヤー制

度」(2) の導入 も 進め ら れた。 2006年度か ら は , 各都道府

県からの推薦に基づき , 文部科学大臣によ る全国表彰が

実施 さ れてい る。 その趣旨 と し て , 教貝の意欲と資質能
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力の向上に資す る効果への期待に加え , 教職に対する信

頼感と 尊敬の念 を社会全体に醸成す る こ と が明示 さ れて

い る。

優秀教貝は, 個人の実践的指導力に基づ く 顕著な実績

に加え , 学校組織の活性化や教育力向上に対する貢献度

も高 く 評価 さ れて選定に至 っ てお り , 我が国に現存す る

唯一の制度に基づき , 公認によ る優秀性が担保 さ れてい

る。 し たが っ て , 優秀教員のラ イ フ コ ースには , 教員人

事の全般にわた り , 職能開発のモ デルケ ース と な る可能

性が秘め ら れてい る と いえ よ う 。 す なわち , 優秀教員の

職能開発過程の解明 に よ り , 望ま し い教員の人事管理

(採用 ・ 配置 ・ 異動 ・ 研修 ・ 評価 ・ 昇任等 ) (3) シ ス テ ム

の構築に向けた有益 な情報の提供が可能にな る と考え ら

れる。

こ れまでの教員の力量形成や発達, 現職研修に関す る

研究は相当量に及ぶが, 本研究のキーワ ー ド と な る 「職

能開発」 , 「現職研修」 , 「自主研修」 及び 「優秀教貝」 の

区分に基づき , 関連性の高い先行研究 を概括す る。

「職能開発」 については, 山 (2002) を代表例と す

る ライ フ コ ース研究 と し て, 教貝の力量形成の契機や発
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過程が統計的 ・ 事例的に明 らかに さ れてい る。 こ れら

の先行研究から は, 教員の職能開発が生得的な素質や養

成段階 を含む被教育体験のみな らず, 入職後の職場環境

や職務経験 , 多岐にわた る現職研修 をは じ め , 様々な要

因が複合的に作用 し た結果であ る こ と が確認でき る。

「現職研修」 については, 職務遂行 と密接に関連す る

ため, 従来から多数の研究が行われてき た。 広範多岐に

わた る現職研修は, ①研修内容の分野 ・ 領域, ②研修の

主催者, ③法的拘束性, と い っ た様々な観点から分類 ・ 

整理する こ と が可能である。 牧 (1982) によ る総合的な

研究も存在するが, 時間的 ・ 場所的な基準によ る 「校内

研修」 , 「校外研修」 及び 「自主研修」 の区分に基づ く 研

究が大多数 と な っ てい る。 

「自主研修」 については, 小山他 (1988) によ る個人

研修や自主研修を包含する概念と し ての自己研修に着目

し た 一 連 の研 究 (4) が行 わ れ て い る 。 さ ら に , 久 保

(2005) におい ては, 研修 (研究 と 修養, Study and Sel f- 
Improvement) と い う 用語が含意す る自主性 ・ 主体性に

焦点 を当てた法制的 ・ 歴史的研究が行われてい る。

「優秀教員」 については, 地方 レベルの優秀教員評価

制度の実態に関す る佐藤 (2005) において, 優秀教員表

彰制度の新l日区分, 各地の導入状況, 表彰対象者の範囲, 
選考方法と 表彰実績, 被表彰者の扱い等が詳報さ れてい

る。 また, 當山 (2009, 2010) においては, 優秀教員の

現職研修に関す る効果測定 ・ 分析が行われてい るが, 質

問紙調査の考察に と どま っ てお り , その具体的な実態の

解明は課題 と し て残 さ れてい る。

こ れらの先行研究においては, 研究成果の蓄積が確認

で き るが, 教員の職能開発 と 現職研修の関係 と い う 視点

からの研究に加え て , 職能開発の成功モ デルと し ての優

秀教貝 と い う 観点からの研究は, 管見の限り 少ない現状

にあ る。 本稿は , キーワ ー ド に関す る横断的 な内容 を扱

い , 優秀教員が経験 し てき た自主研修に対す る効果意識

と その態様 を基礎と し て , 新たな知見の提示 をめ ざす研

究課題に取り 組む。 

2 研究の対象と 調査の概要

(1) 研究の対象

本研究において, 焦点化する対象範囲を明示する。 第

1 に , 設置者別の対象 を公立学校の所属に限定す る。 

2006年度及び2007年度における優秀教員の総数は, 国公

私立合計で1,577名であ るが, そのう ち公立学校は1,494 
名 (94.7%) と いう 大多数を占めてい る。 また, 研修環

境の差異 を最小限に と どめ , 可能 な限り 均一の基準によ

る効果測定 ・ 分析 を企図す るためであ る。

第 2 に, 年齢対象を35歳から45歳までの区分に絞り 込

む。 優秀教貝の年齢は, 40代後半から50代にかけての割

合が高い実態にある。 また, 地方におけ る新旧の表彰制
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度の混在に起因 し , 優秀教員の年齢の都道府県間格差が

存在す るこ と から , 両者を明確に区分 し た分析の必要性

があ る と 考え ら れる。 加え て , 年功に よ ら ない実質的 な

優秀 さが担保 さ れてお り , 職能開発過程に関す る想起情

報の確度 も高い と 認識す る ためであ る。

第 3 に, 教員の職能開発に関す る多様な要因の中で , 
入職後の現職研修の効果に焦点 を当 て る。 現職研修は, 
職能開発の基盤と し て位置付け ら れ, 教育実践上の課題

解決への直結が期待 さ れる こ と に加え , 多額の公費が投

入 さ れてい る点におい て も , 最 も重視すべき対象 と し て

認識す るためで あ る。

第 4 に, 多岐にわた る現職研修のう ち , 自主研修の効

果に着日す る。 自主研修は, 教貝の多様な研修活動の基

盤と し て位置付け ら れ, 継続的な成長の実現に必要不可

欠な研修と し て認識す るためであ る。 

(2) 調査の概要

1 ) 質問紙調査

①調査時期 : 2008年10月
②調査方法 : 郵送によ る自記式の質問紙調査 を行 っ た。 

③調査項目 : 基本属性, 過去の経験, 教職意識, 勤務実

態の現況, 将来の希望等に関す る回答 を求めた。 現職

研修に関し ては, 「A 校内研修 (13項目)」 , 「B 校外研

修 (22項目)」 及び 「c 自主研修 (11項目)」 の合計46
項目にわたり , 自身の職能開発に役立 っ た度合いにつ

い て , 5 件法によ る回答 を求めた。

④調査対象 : 文部科学省によ っ て公表さ れた2006年度及

び2007年度の総数1,577名のう ち , 公立学校に勤務す

る35歳から45歳までの優秀教貝 と し た。

⑤回収率 : 条件に該当する448名に調査票を送付 し , 246 
名 (54.9%) から回答を得た 0 

2 ) イ ン タ ビ ュ ー調査

①調査時期 : 2009年 8 月
②調査方法 : 各勤務地を訪問 し , 過去に経験 し た現職研

修の効果及び職能開発過程に関 し , 半構造化によ るイ

ン タ ビ ュ ー調査 を実施 し た。

③調査項目 : 質問紙調査におけ る回答内容の確認に加え,
入職後の研修受講歴と その効果, 行政研修の在り 方 ・ 

改善策, 現在の教育観 ・ 教職観及び優秀教員 と なり

た要因に関す る調査 を行 っ た。 

得

④調査対象 : 研修に対する効果意識 (評価の値) が高 く ,
実績分野 ・ 校種のバラ ンス を考慮 し , 12名 ( 7 都県) 
を選定 し て依頼 し た 0 
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3 結果と 考察

(1 ) 質問紙調査に基づ く 続計的考察

表 1 現職研修の効果意識 ( 3 大区分) 
、 

( ) 段階)
一差

, 

) 
A ; 

( 3項目 ' l 3. 91 3, 174 

2項 
3. 75 2, 132 

1 l l 

C t 、 

4. 24 908 
l l _
l 

頁目 

体 l 3. 91 6, 214 

本研究におけ る 「A. 校内研修」 については, 校内で

組織的 ・ 計画的に実施さ れる研修に加え , 日常の職務遂

行過程におけ る実践的 な OJT を含めて幅広 く 定義 し , 
13の研修項日 を設定 し た。 「B. 校外研修」 については, 
校外におけ る研修のう ち , 都道府県教育セ ンタ ー等にお

け る行政研修と外部関係機関への派造研修に大別 し , 22 
の研修項目 を設定 し た。 「c . 自主研修」 については, 自

主的 ・ 主体的な意思と 責任に基づき , 勤務時間外または

職務専念義務の免除に よ っ て行 われる研修 と し , 場所

(校内 ・ 校外) , 単位 (個人 ・ 集団) 及び内容を特に限定

せず, 11の研修項目 を設定 し た。

表 1 のと おり , 現職研修の効果意識に関す る回答の平

均値は, 「c . 自主研修4.24」 が最 も高い結果 と な っ てい

る。 研修参加に対す る強制度の観点からは, 義務的参加

の場合が多い行政研修を中心と し た 「B. 校外研修3.75」

の効果意識が最も低いのに対 し , 各自のニーズに基づ く

権利 と し ての側面 を有す る 「c . 自主研修」 が最 も高い

結果と な っ た。 費用対効果の観点から も , 多額の公費が

投入 さ れてい る 「B. 校外研修」 の効果意識が最 も低 く , 
公費負担の少ない 「c . 自主研修」 が最 も高い結果に注

目す る必要があ る。

表 2 は, 効果意識が最 も高い 「c . 自主研修」 の中で

も , 職能開発に対する平均値及び経験率の双方が共通 し

て高い 4 つの研修項目の集計結果であ る。

研修項目別に平均値 を比較す る と , 「c - 6 . 自主的組

織 ・ サーク ルで の研修4.57」 が最 も高い結果 と な っ てい

る。 続い て , 「c - 8 . 民間の教育研究団体に よ る研修

4.49」 , 「c - 1 . 教育に関する専門的書藉の購読4.47」 と

い う 順位 と な っ てお り , いずれも非常に高い効果意識が

確認でき る。

一方 , 経験率につい ては, 「c - 1 . 教育に関す る専門

的書籍の購読 (84.6%)」 が最も高 く , 「c -10. 先進校へ

の視察研修 (75.6%)」 と と もに突出 し て高い結果と な っ

てい る。 ま た , 「c - 6 . 自主的組織 ・ サーク ルでの研修

(56.1%)」 について も , 過半数に及んでい る結果が確認

でき る。 
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表 2 自主研修の効果意識 

平均値 l 
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908 l 
こ れらの自主研修の効果 を統合す る と , ①有益 な情報

の収集, ②知的好奇心の刺激, ③専門知識 ・ 技能の深化 ・ 

獲得, ④人的ネ ッ ト ワークの構築, ⑤最新情報や先進事

例からの触発, ⑥自他の教育実践活動の客観的比較, ⑦

自己理解の促進 ・ 深化等が挙げ ら れる。

以上の影響度の高い 4 つの自主研修に関 し ては, 教職

生涯にわた る持続的な職能開発への発展が期待で き る点

におい て, 奨励 ・ 支援の対象と し ての優先順位が高い と

考え ら れる c 

(2) イ ン タ ビュ ー調査に基づ く 事例的考察

質問紙調査の集計結果から , 職能開発に対す る影響

の高い自主研修の項目が明 ら かに な っ た。 

度

表 3 は, 影響度の高い上位 4 つの自主研修 を通 じた職

能開発に関する代表的な事例の概要である。 イ ンタ ビュ ー

調査から得られた情報に基づき , 職能開発の態様を分類 ・ 

整理す る。 

1 ) 校務分掌上の必要性

自主研修は, 突然に開始 さ れるのではな く , その取り

組みに至 る まで には , い く つかの誘因が存在 し てい る。 

まず, 担当分掌に関す る職務遂行上の必要性から , 自主

研修を開始 し た事例である。

C 教員は, 中学校から小学校に校種変更 ・ 異動と なり , 
主に情報教育 を担当 し ていた。 その後, 独立行政法人教

員研修セ ンタ ーにおけ る 2 週間の指導者養成研修, 県立

教育 セ ン タ ーにおけ る 1 年間の長期研修の経験 に よ っ て

専門性 を向上 さ せた。

こ れらの研修 を通 じ て得 た成果は , 校内におけ る情報

教育推進及び情報管理の職務に加え , 市内各学校の校内

研修におけ る講師の担当 を通 じ て還元に努めた。 急速に

進展す る情報教育の最新知識 ・ 技能を追求す ると と もに, 
期待 さ れる職責 を果た し てい く ためには , 自主研修の取

り 組みが必要不可欠であ る と 感 じ た。 専門書籍 を購読 し

ながら , 難度の高い資格取得 をめ ざ し た自律的な取り 組

みを開始 し た。 その結果, 専門的知識の向上によ り , 自

身の資格取得や勤務校の教育実践活動におけ る顕著な実



田

表3 

山 清 実
ー 

田 真 i・ 

イ ン タ ビ ュ ー調査の結果概要

※カ ツコ内は, (性別 , 表影時年齢 , 校種 ・ 専門教科, 実績分野, 調査実施年月日) の順

A 教員 (女, 39歳, 小学校, 学習指導, 2009.8.12) 
実績 : ①県及び地区理科教育研究大会におけ る公開授業 ・ 研究授業多数, ②教育論文受賞等4回, ③教師用指導書 ・

副教材等の編集委員, ④教科教育研究会の役員担当。 

人事異動 ・ 職場環境 : 1 校目 5 年間の勤務の後 , 2 校目で 3 年間の離島僻地勤務 を経験 し , 小規模校の現状, 島 典地

域の教育の在 り方 を考え る契機 と なっ た。 3 校日は 5 年間, 4 校日は 5 年間の勤務 を経験 した。

校内人事 ・ 職務経験 : ①教務主任の経験によ り , 学校全体の取 り組みや家庭 ・ 地域の様子が把握でき る よ う になっ た。

②初任者研修の指導教諭と して, 学級担任兼務で同時に 2 名の初任者を指導するなど, メ ンター

と し ての経験 を積んだ。 

教職観 ・ 意識 : ①研究成果は開示 ・ 共有でき る よ う にす る。 ②子 ど も た ちに豊かな学び を期待す る な ら , 教員自身 も

豊かで広い視野が必要である。 

校内研修 : 各教科の校内研究に積極的に参加 した。 子 ど も た ちの反応によ り , 理解 を深めるための創意工夫 を生か し

た授業づ く り に努めた。

校外研修 : ①教職 5 年目に県立教育セ ン タ ー長期研修 ( 1 年間、 初等理科) , その後、 研究協力委員 (初等理科研究

室) と して携わっ た。 ②教職11 年目 に独立行政法人教員研修セ ン タ ーにおけ る教育情報化推進指導者養成

研修に参加 し, 県外との人的ネ ッ ト ワーク を構築 した。 ③教職12年目に市立教育研究所の研究員 ( 半年間、

情報教育) と して , 情報教育の専門性 を高めた。 ④教職14年目に独立行政法人教員研修セ ン ター短期海外

派遣研修 (ニ ュー ジー ラ ン ド、 海外の小中高校 ・ 教育委員会等視察) に参加 し , さ らに視野 を広げた。

白主研修 : 校長の推奨も あり , 教職11年目から民間教育研究団体の夏季中央特別研修会 2 回, 地区特別研修会 2 回等

(各回と も概ね 3 泊 4 日の日程) に参加 した。 参加の翌年度には成果 を持参す る必要がある ため, 教育実

践に関す る課題意識が形成 された。 指導書が理解でき る よ う にな り , 次第に他教科に も波及す る効果 を実

感 し た。 

特徴 : 県立教育セ ン ター長期研修や国内外の派遣研修を通 じ , 理科教育や情報教育の専門性 を高めた。 教職10年目か

ら参加 した 「民間教育研究団体主催の研修」 を契機に, 実践的指導力 を飛躍的に向上させ , 他教科への波及効

果 を得た。 進化 を志向 した継続的な取り組みによ り , 職能開発のサイ クル を形成 した。 

B 教員 (女, 37歳, 中学校 ・ 国語, 学習指導, 2009.8.24) 
実績 : ①市の委託事業におけ る公開授業での高い評価, ②県立教育セ ン タ ーにおけ る短期研修受講者 を対象 と したモ

デル授業 ・ 実践発表。 

人事異動 ・ 職場環境 : 1 校目 6 年間, 2 校目 7 年間の勤務 を経験 した。 最初の異動後, 学校文化の違いに戸惑い , カ

ルチ ヤー シ ヨ ツク を受け なが ら も , 従来のや り 方 を変 えていかなければな ら ない と 実感 し た。

校内人事 ・ 職務経験 : 学級担任や部活動 (女子バスケ ッ ト ) 顧間と して, 生従と の人間関係 を重視 した教育実践活動

に取り組んだ経験は, 学習指導の効果 を高める う えで も有効で あっ た。 

教職観 ・ 意識 : 教員の職能開発に と っ て , 主体的な向上心が不可欠で ある。 学校現場におけ る教職員の良好な人間関

係 ・ 職場環境づ く り の推進は重要な課題で ある。 

校内研修 : 義務的な フ ォ ーマル研修に対す る効果意識が高 く , イ ン フ ォ ーマル研修 も含めて前向き に取 り組んだ。 

校外研修 : ①義務的研修で あっ て も , 自身で勉強す る時間がと れない中で , 「教えてい ただけ る こ と はあり がたい こ

と」 で あり , 貴重 な機会と プ ラ ス思考で捉えていた。 ②教育事務所管内の若手教員 を育成す るための 「授

業改善研修」 (勤務時間内の行政研修) に教職 5 ~ 10年目に参加 した。 その研修は, 同地区の教員 2 名に

よ る示範授業 を参観 した後, 指導案に基づ く 授業 を実施す る形態で あっ た。 

90 



教員の自主研修に対する効果意識と その態様に関する考察

自主研修 : 専門教科に関す る自主サー クル (月 1 回, 夜間, 指導案作成 をは じめと した勉強会) に10年以上にわた っ

て参加 し , 授業改善に継続的に取り組む と と も に, 参加者か ら教育実践上の示唆 を受けた。 

特徴 : 非正規教員時代の自発的な校内研修 ( フ ォ ーマル及びイ ンフ ォ ーマルの双方) への参加経験を基確と して, 同

僚性の高い職場環境で育成 された。 本務採用後も , 義務的研修を肯定的に捉える と と もに, 教育事務所主催の

授業改善研修や夜間の 「自主サー クル活動」 を積み重ね, 指導力 を次第に高めてい つ

C 教員 (男, 40歳, 小学校, その他 (情報教育) , 2009.8.24) 

た c 

実績 : ①情報教育に関する難度の高い資格 を取得, ②市内各学校で情報化推進担当 と して貢献, ②ホームペー ジコ ン

テ ス ト で県 レベルの優秀校に 4 年連続選出。 

人事異動 ・ 職場環境 : 中学校 ・ 理科 を10年経験後, 小学校に校種変更 ・ 異動と なっ た。

校内人事 ・ 職務経験 : ①情報教育推進担当, ② 「情報管理」 とい う校務分掌を担当するな ど, 専門性 を活かせ る職務

経験を積みながら白己研鑽に努めた。 

教職観 ・ 意識 : 子 ど も た ちへの積極的指導と ふれあい を重視 してい る。 教員の職能開発に と っ て , 研修が最 も大切で

あり , 発展性が期待でき る。 そのためには, 勤務時間外の自己研鑽や広い範囲での教師間交流が重要

で あ る。 

校内研修 : イ ン フ ォ ーマルな研修が全般的に高い効果があっ た。 

校外研修 : 義務的研修について , 周囲には行政研修に対する反発 も あっ たが, 自分 を高めるためには研修に依存せ ざ

る を得なかっ た。 予算 を要 してい る と い う 自覚 も あり , 参加が強制 される研修で あっ て も無駄だ と は思わ

なかっ た。 派遣研修と して , 教職11 年目に独立行政法人教員研修セ ン タ ーにおけ る指導者養成研修 ( 2 週
間) を受講 した。 さ ら に , 教職14年目に受講 した県立教育セ ン タ ーにお け る情報教育に関す る長期研修

( 1 年間) の効果は大き かっ た。 

自主研修 : 情報教育に関する資格取得に挑戦 した。 その結果, 教育情報化 リ ーダー認定 (JAPET : 日本教育工学会)
に合格, 教育用 I T 活用能力認定 (科学技術教育協会) 1 級に合格する と と と もに, 教育実践活動に活用

し た

特徴 : 入職後に取り組み始めた分野での職能開発で あり , 独立行政法人教員研修セ ン タ ーや県立教育セ ン タ ーにおけ

る長期研修 を経験 し , 「専門書籍の購読」 を通 じた資格取得への挑戦に進展 した。 また , その知識 ・ 技能 を活

かす適材適所への人事配置によ っ て , 情報教育担当の職務遂行 を通 じて顕著な実績に結び付け

D 教員 (男, 45歳, 高校 ・ 保健体育, 体育 ・ 保健 ・ 給食指導, 2009.8.25) 

た 0 

実績 : ①特色ある学校づ く り (体育系 コースの運営) に尽力, ②高校総体 ・ 国体等の監督 と して , 多 く の優秀な人材

(北京五輪金メ ダリ ス ト 等) を輩出。 

人事異動 ・ 職場環境 : 採用以来23年間にわた る同一校動務 ( オリ ン ピッ ク代表 7 名 を輩出する スポーツ伝統校)。 初

任期に模範 と な る先輩教員 (体育科教諭、 陸上部顧問) か ら多大な影響 を受けた。 ス ポーツ指

導者 と しての指導方法, 目標設定等 を具体的に学んだ。 

校内人事 ・ 職務経験 : 長期間の同一校動務ながら も , 教科指導 ・ 校務分掌 ・ 部活動指導等の幅広い担当職務に取り組

み, 社会の変化や役割の変化に適応 してき た。 

教職観 ・ 意識 : ① 「常に新 しい こ と を生従に伝え るのは教員の義務」 で あり , 技術的な進化に遅れない よ う にす る必

要がある。 ② 「専門は専門におぼれ る」 可能性があ り , 学ぼ う と す る姿勢 を常に持つてい なければな

ら ない。 
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校内研修 : 各分野 ・ 領域に関する フ ォ ーマル研修 も それな り に役立つたが, 生徒 ・ 保護者, 上司 ・ 同僚 ら と の コ ミ ュ

ニケー シ ョ ン を通 じたイ ン フ ォ ーマル研修は効果的で あっ た。

校外研修 : 大学卒業後に即採用 と な り , 臨時的任用の経験がなかっ たため, 義務的な研修で あっ て も何かを学び取ろ

う と い う 意識 を常に持っ ていた。 新鮮な驚き が多 く , 頭が柔 らかかっ たため, 多 く のこ と を吸収す る こ と

がで き た。

自主研修 : 定員割れ対策と コース運営の充実 ・ 強化のため, 先進校の視察に訪れた。 全国各地の学校の取り組み ( カ

リ キュ ラ ム, 施設等) から大き な刺激 を受けた。 また , 全国の体育科 コース連絡協議会に も設立当初よ り

関わり , 全国 レベルの視野で コース運営や学校経営 を考え る機会と なっ た。 

特徴 : 初任期に, 先輩から体育教員 と しての基礎 ・ 基本 を具体的に学んだ。 その後, 23年間の長期にわた り , 部活動

指導や体育系 コースの運営によ っ て学校の存続 を担っ てき た。 自発的な 「先進校の視察」 を通 じた新たな手法

の導入 な ど, 教育実践活動の不断の改善に取り組み, 成果の発現に至っ た。 

績に結 び付い た。

D 教員は, 大学卒業直後に本務採用と なり , それ以降

長期にわたり 同一高校に勤務するこ と と な っ た。 校長や

先輩教員から好影響を受け る と と も に, 校内外の研修を

プラ ス思考で前向き に捉え る こ と によ っ て , 多 く の情報

を吸収し てい つた。 部活動指導 を中心と し た職務に取り

組んでいたが, 勤務年数が長 く な るにつれて, 職責の重

要性が増大 し ていつた。 また, 先輩教員の異動 も重なり , 
職務の因難性 も一層増 し てい つた。 具体的には, 体育系

コ ース運営の中心 と し て , その定員割 れ対策や発展的 な

コ ース改編の重貢 を担う 立場と な っ た。 試行錯誤で取り

組んでいた時期に, 全国各地の体育系学科 ・ コ ース を設

置 し てい る先進校を訪問 ・ 視察す る機会を得た。 各学校

の特色づ く り や運営状況を直接見聞 し , カ リ キュ ラ ムや

具体的指導方法等に関する情報を得るこ と によ っ て, コー

ス改編の指針 と し て有効活用 し た。 また, 体育系 コ ース

を有する学校の全国的組織の設立に加わり , コ ース運営

に有用な情報を収集 し ながら , 勤務校の教育実践活動に

還元 し た。 その結果, 指導実績が次第に顕著と なり , 国

際大会で も活躍する人材 を輩出するに至 っ た。

以上のと お り , 校務分掌上の職責を果たす と いう 動機

によ り , 自主研修に取り 組むよ う にな っ た事例であ る。 

教員 と し ての使命感や プロ意識が, よ り 良い教育実践活

動の展開 をめ ざ し , 白己向上に努める意欲の源泉にな っ

てい る と 理解で き る。 

2 ) 関係者からの勧誘

上司や先輩教員 をは じめ, 尊敬す る他者からの勧誘に

よ っ て自主研修に取り 組み始めた と い う 事例も少な く な

い。 研修ニ ーズと タ イ ミ ン グの良い後押 し が契機 と な っ

て自主研修が促 さ れ, 実践的指導力 を高めてい っ た状況

が確認で き る。

A 教貝は, 小学校の理科教育 を得意分野と し , 県立教

育セ ン タ ーでの長期研修 を経験す る こ と によ っ て専門性
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を一層向上 さ せた。 ま た, 情報教育に関 し て も , 市立教

育研究所での長期研修や独立行政法人教員研修セ ンタ ー

での指導者養成研修を経験 し た。 さ らに, 海外派造研修

での教育事情の視察等 を経験す る こ と によ っ て, 視野 を

広げる と と も に新たな得意分野 を開拓 し た。 教職10年目

過 ぎの職務に対す る満足度が落ち ていた頃、 勤務校の校

長に勧めら れ, 民間企業 S 社の教育研究団体主催によ る

夏季中央特別研修会に参加 した。 旅費 ・ 参加費を自己負

担 し ながら も , 一流の講師陣によ る指導 , 目的意識の高

い受講者集団におけ る ピ ア ・ グループ効果等 も あ り , 専

門と す る理科教育に関す る職能開発に と っ て最 も大き な

効果 を得た。 理科教育のみな らず, 次第に他教科への波

及効果も実感す るよ う になり , 日常の教育実践活動に対

す る課題意識 も形成 さ れてい っ た。 

B 教員 は , 校内 におけ る フ ォ ーマ ル及 びイ ン フ ォ ーマ

ル研修や行政研修をも前向き に捉え , 積極的に参加す る

こ

の

と によ っ て研修効果 を高めた。 また, 教育事務所主催

「授業改善研修」 への参加機会を得 るこ と によ っ て, 
専門教科である中学校 ・ 国語の授業力 を次第に高めていっ

た。 その後 , 経験年数 を重ねるにつれて, さ ら な る向上

の必要性 を感 じ る よ う に な っ た。 その時期に , 「授業改

善研修」 を通 じ て交流のあ っ た先輩教員の勧誘によ り , 
国語の自主サーク ルに加入 し た。 自主的な取り 組みを継

続す る こ と に よ っ て, 確かな授業力 を身に付け る と と も

に , その成果 を教育実践活動に還元 し てい つた。

以上のと おり , 直面する課題の突破口 を求めてい る時

に, タイ ムリ ーな情報提供や研修参加への後押 しがあ っ

た経緯が確認で き る。 また, 研修ニ ーズと の適合や教育

実践活動への還元 を通 じ , よ り 高い研修効果が得 ら れて

い る。 

3 ) 他の研修と の相互関連性

単独の自主研修で職能開発が完結 してい るのではな く , 
他の研修と の相互作用や補完関係によ っ て職能開発が促
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さ れてい る状況が確認で き る。

A 教員は, 校内研修によ っ て教職の基礎 を形成 し , 長

期研修 ・ 派遣研修をは じめ, 複数の校外研修の経験によ っ

て得意分野の開拓 と専門性 を向上 させた。 民間の教育研

究団体におけ る自主研修は, その延長線上に位置付け ら

れ, 持続的な取り 組みに発展 させてい る状況が確認でき

る。 

B 教員は, 校内研修に積極的に参加する と と も に, 授

業改善を目的と し た行政研修にも自発的に参加 し , 授業

改善の手法 を身に付け た。 並行 し て , 自主サーク ルに も

加入 し , その取り 組みの継続によ っ て授業力の向上 を実

現 し た。 

C 教員は, 行政研修 を前向き に捉え る こ と によ っ て職

能開発の基盤を形成 し , 独立行政法人教員研修セ ンタ ー

や県立教育セ ンタ ーでの長期研修を経験 し , 情報教育に

関す る専門性 を高めた。 研修成果 を教育実践活動に還元

し てい く 中で , よ り 高度の資格取得 をめ ざ し , 専門書籍

の購読 をは じめと し た自主研修に取り 組み始めた。 

いずれの事例におい て も , 校内研修に よ っ て教職の基

礎 ・ 基本 を身に付け , 校外研修によ っ て得意分野の形成

や専門性の深化 を図り , 自主研修の取り 組みに継続 ・ 発

展 させてい る状況が確認でき る。 

4 ) 自己負担 (時間 ・ 費用)
自主研修には, 多大な自己負担 (時間 ・ 費用) を伴っ

てい る実態が明 ら かであ る。 そ れに も関わらず , 高い理

想やプロ 意識から , 現状のレベルに満足す るこ と な く , 
自己向上に対す る意欲 を常に持ち続け てい るこ と が確認

でき る。

A 教員は, 民間の教育研究団体の主催す る理科教育に

関す る研修会に地方から参加 し , 旅費 をは じめ多額の費

用 をその都度負担 し てい る。 自己負担 を し ながら学び続

け る こ と につい ては, 教員 と し てのモ ッ ト ーに し てい る。

B 教員は, 国語教育に関す る自主サーク ルに加入 し , 
勤務時間後の夜間に行われる活動に参加 し た。 10年以上

の活動 を積み重ねてい く う ち に , サーク ル参加者の輪が

広がり , 県外で開催 さ れる交流会に参加す るための旅費

の負担 も増え てい る。

C 教員は, 情報教育に関する資格取得用のテキス ト 等

の専門書籍の購読費用や受験に要す る費用 を負担 し てい

る。 また, 夏季休業期間中には, 研究仲間と の勉強会に

参加す るため, 遠方までの多額の旅費 を負担す る こ と も

あ る。 

以上の結果から , 自主研修 を通 じ た職能開発には, 多

大な自己負担 (時間 ・ 費用) を伴 っ てい る状況が明瞭と

な っ た。 学校教育の質 を保証 ・ 向上 し てい く ためには, 
教貝の自助努力のみに依拠す るのではな く , 適切な支援

策 を講 じ る こ と が必要不可欠であ る。 
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4 本研究のま と めと課題

(1 ) 本研究のま と め

自主研修 を通 じ た優秀教員の職能開発につい て, 質問

紙調査に基づ く 統計的考察 と イ ンタ ビュ ー調査に基づ く

事例的考察 を通 じ て得 ら れた知見 を整理す る と , 次の点

を指摘す る こ と がで き る。

第 1 に, 優秀教員は, 現職研修の分類 ・ 区分の中で , 
自主研修に最も高い効果意識 を持 っ てい る。 また , 自主

研修の中で も , 特に 「教育に関す る専門的書籍の購読」

「自主的組織 ・ サーク ルでの研修」 「民間の教育団体によ

る研修」 「先進校への視察研修」 が効果意識、 経験値 と

も に高い こ と が明 ら かに な っ た。

第 2 に, 自主研修への取り 組みには, 職務遂行上の使

命感やプロ意識が主要な動機と な っ てい る。 優秀教貝は, 
校務分掌や専門教科等に関す る専門性や指導力の向上に

努め, そのための労苦や金銭的負担 を厭わない と い う 姿

勢が確認でき た。 し たがっ て, 教員 と し ての使命感 ・ 責

任感 ・ プロ意識等が向上意欲の源泉と な っ てお り , いか

に し てそれを身に付け さ せてい く のかが教師教育全体 を

通 じ た共通的な課題と な る。

第 3 に, 関係者からの勧誘によ っ て自主研修に取り 組

み始めた事例が多数である。 優秀教員が直面する課題の

解決を模索 し てい る時に, 自主研修への タ イ ムリ ーな勧

誘が行われた状況が明 ら かであ る。 また, 各自の課題に

基づ く 研修ニーズと研修内容と の適合度が高 く なれば, 
それに伴 っ て研修効果が高ま る こ と も認識でき る。 した

がっ て, 自主研修の契機創出のための情報提供に加え , 
ニ ーズを満た し得 る適切な支援策の確立が求めら れる。

第 4 に, 単独の自主研修によ っ て職能開発が完結 し て

い るのではな く , 他の研修や教育実践活動 と の相互関連

性に基づいてい る。 すなわち, 校内研修や行政研修によ っ

て基礎 ・ 基本が形成 さ れ, 長期研修 ・ 派造研修によ っ て

得意分野の開拓や専門性の伸長が図 ら れてい る。 その延

長線上に位置付け ら れる自主研修によ っ て, 持続的な職

能開発へと 進展 し てい る状況が確認で き る。

第 5 に , 自主研修の取 り 組みには , 多大 な自己負担

(時間 ・ 費用 ) が発生 し てい る実態が明 ら かに な っ た。 

時間につい ては, 平日夜間や週末 をは じめ, 私的な時間

を割いて取り 組んでい る状況が確認でき る。 費用につい

ては, 専門書籍の購入や研修参加に要す る費用の需要が

高い結果が明 ら かであ る。 し たがっ て, 自主研修に取り

組むための時間の確保 と 費用の助成につい ては , 職能開

発 を促進す る有力 な手段と なり 得 る。 

(2) 自主研修の支援策への示唆

多種多様な教育課題に的確に対応 し てい く ためには, 
高度な知識 ・ 技能 を備え た教貝の育成に向け て, 現職研

修を通 じ た職能開発の促進によ っ て, 学校の教育力向上
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を企図す る必要があ る。 そのためには , 効果意識が最 も

高い自主研修の支援が不可欠であり , 阻害要因の排除及

び契機創出のための条件整備に よ っ て , 教職生涯にわた

る持続的な職能開発への発展が期待でき る。 その具体策

と し て , ①現職研修体系の再編 ・ 整備, ②校長のマネ ジ

メ ン ト 能力の向上(5), ③自主研修に対す る費用の助成 , 

④職務専念義務免除の弾力的運用(6), ⑤ 人事管 理 シ ス テ

ムの一体的運用, ⑥教育セ ンタ ー等の機能の拡充, と い っ

た点が中心的 な課題と な る。

国の政策動向においては, 教員の養成 ・ 採用 ・ 研修の

一体改革を日指 し , 中央教育審議会答申 「 こ れからの学

校教育を担う 教員の資質能力の向上について~ 学び合い, 
高め合 う 教員育成 コ ミ ュ ニ テ ィ の構築に向け て ~ 」 が

2015年12月にと り ま と めら れたと こ ろであ る。 具体的に

は, 教育委貝会と大学等が相互に議論 し , 養成や研修の

内容 を調整するため, 「教員育成協議会」 (仮称) をおお

むね都道府県, 政令指定都市の教育委員会単位で組織し

た上で , 教員育成指標及びそれを踏まえ た体系的な教員

研修計画 を策定す る こ と が求めら れてい る。 また, 市町

村教育委員会や学校な どは, 上記を踏まえ た研修目標や

研修計画 を策定す る こ と が期待 さ れてい る。

他方, 本答中では, 「 こ れら の制度はあ く まで も手段

であり , 真の目的は教員が学び続け るこ と のでき る環境

整備にあ る」 こ と が強調 さ れる と と も に , 自主研修につ

い て も , 「個々の教員が自 ら 課題 を持 っ て自律的 , 主体

的に行う 研修に対す る支援のための方策 を講 じ る こ と が

重要であ る」 と さ れてい る。 

し たがっ て, 各教育委員会や各学校が教員研修計画 を

立て る に際 し ては, 本稿で優秀教員の効果意識が高い こ

と が確認 さ れた自主研修の位置づけ も重要な観点であ る

と いえ よ う 。 ま た , 教貝 がキ ャ リ アス テ ー ジに応 じ て身

につけ るべき資質や能力の明確化 を目指 し策定 さ れる教

員育成指標 を踏まえ て , 自主研修の成果 を評価す る こ と

も可能に な ろ う 。 

(3) 本研究の課題

結びに, 本研究の課題について , よ り 詳細に究明 し て

い く 必要があ る と いう 認識に基づき , 今後の課題と展望

を示 し ておき たい。

第 1 に, 現職研修の効果意識の変化 を探 るための追跡

調査が必要であ る。 研修の効果は, 職務内容の変化 をは

じ めと し た条件の変化に伴い , 教職生涯にわた っ て意識

が変化す る こ と が予見 さ れる。 すなわち , 本研究におけ

る効果意識は, 現在の職務上の立場 ・ 役割に基づいてお

り , 固定的 な も のではない こ と を想定 し なけ ればな ら な

い。 加齢や職務経験の蓄積によ る変化 , 職階や社会情勢

等の変化によ っ て , 研修の効果意識に変動が起こ る可能

性がある。 し たがっ て , 一定期間経過後の効果意識の変
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化 を探 るため, 追跡調査によ る比較分析 を行 う こ と が有

益で あ る と 考え てい る。

第 2 に, 優秀教員の選出状況と効果意識の変化 を探 る

ための継続調査が求めら れる。 本研究が依拠 し てい る優

秀教員表彰制度については, 創設から まだ期間が短 く , 
最初の 2 年分を一括 し て調査 し た。 今後, 教師教育改革

の進展に伴い , 現職研修に対す る効果意識の変動要因が

出現 し得 る。 すなわち , 教員養成の長期化や研修制度の

再構築等によ り , 研修環境の変動に伴う 意識の変化が起

こ る可能性があ る。 また, 表彰制度自体が流動化 し , 選

出基準の見直 しによ る属性の変化に伴い, 研修に対す る

効果意識の変化 も想定 さ れる。 し たがっ て, 一定年数ご

と の調査 を継続 し , 経年比較 ・ 分析 を行う こ と も有用で

あ る と 考え てい る。

第 3 に, 現職研修の効果意識に関す る優秀教貝 と 一般

教員 と の比較 ・ 分析 を行う こ と も有意義である。 本研究

におけ る分析結果につい ては, 公的推薦ルー ト を経由 し

た優秀教員 と し ての特性が, 現職研修に対す る効果意識

に影響 を与え てい る可能性があ る。 また, 現職研修に対

す る効果意識の違い をよ り 際立たせるには, 一般教員に

対す る調査結果と の直接比較も有効である と いえ よ う 。 

本研究の分析結果を断定的に捉え る こ と な く , 一般教員

と の比較分析 を通 じ , よ り多面的 ・ 多角的に分析するこ

と が重要であ る と 考え てい る。 

[言主]
(1) 2014年度時点において, 59都道府県 ・ 指定都市教育

委貝会 (以下, 県市) で実施さ れ, 16県市では給与上

の優遇措置, 49県市ではその他の優遇措置 (免許状更

新講習の受講免除, 研修機会の付与等) が講 じ ら れて

い る。 詳細は, 文部科学省発行の 『教育委貝会月報』

2016年 2 月号 (No797) を参照されたい。

(2) 2006年度時点で11都道府県 ・ 指定都市で導入さ れ,
教育専門監 (秋田県) , エキスパート 教員 (広島県) ,
授業の鉄人 (愛媛県) と い っ た独自の名称が設定 さ れ

てい る。 ま た , 認定者数, 認定方法, 役割 , 給与上の

措置等におい て も多様な状況 と な っ てい る。 詳細は , 
文 部科学省 ホ ー ムペ ー ジ 「 ス ーパ ー テ イ ーチ ヤー制度

の導入状況 に つい て」 を参照 さ れたい。 http://www 

mext.go.jp/b menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/070628 
16/006/003.htm (最終閲覧2016年7 月20日)

(3) 浅野良一 (2009) において, 人材育成の観点からの

人事管理論が詳述 さ れてい る。 すなわち , 人事管理と

は, 人に関わる各種の制度設計やその運用であり , ①

確保, ②育成, ③活用, ④評価 を有機的に連携 さ せる

こ と によ り , 人材の能力 を最大限に発揮 ・ 活用 さ せる

シス テ ムと マネ ジメ ン ト であ る。 し たが っ て , 人材育

成は人事管理の一部 を構成す るサブ シス テ ムであ り , 
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研修は 「採用」 「異動 ・ 配置」 「人事評価」 「給与」 「昇

任」 等の ト ータ ルな人事管理施策がなければ, 効果的

な推進が期待で き ない と い う 点が指摘 さ れてい る。

(4) 小山悦司 を中心 と す る研究 グルー プに よ っ て , ①

「教師の プロ フ ェ ッ シ ョ ナル ・ クロ ースに関す る研究一

教師の自己教育力 をめ ぐる一考察一」 『岡山理科大学

紀要』 第23号 B, 1987年, 115-132頁。 ② 「教師の自

己教育力に関す る調査研究 成長の契機についての自

己形成史的分析 」 『岡山理科大学紀要』 第25号 B,
1989年, 117-137頁。 ③ 「教師の自己教育力に関する

調査研究 自己教育力 をめ ぐ る因子分析的考察 」

『日本教育経営学会紀要』 第32号, 1990年, 100-114頁,
等 をは じめと す る一連の研究が行われてい る。

(5) 日本教育経営学会 (実践推進委員会) におい て ,
「教育活動の組織化 を リ ー ドす る校長像」 と し て , 7
つの基準が明示 さ れてい る。 詳細は, 日本教育経営学

会 『「校長の専門職基準」 [2009年版] - 求 め ら れる校

長像と その力量一 』 及びそれを再整理 し た日本教育経

営学会実践推進委員会 (2015) を参照さ れたい。

(6) 久保富三夫 (2008) において, 自主研修の機会保障

に関す る制約の契機が述べ ら れてい る。 す な わち ,
2002年 7 月 4 日付 「夏季休業期間等における公立学校

の教育職員の勤務管理について」 と 題す る初等中等教

育企画課長通知であり , それは研修と休暇の混同 を改

める こ と が目的であ っ た。 しか し , 実際には学校現場

での 「職務専念義務免除削減競争」 (校長らの 「研修」

の限定的解釈, 計画書 ・ 報告書の負担増によ る煩雑さ

の忌避傾向) を招 く 結果と な っ た点が指摘 さ れてい る。 

[引用 ・ 参考文献]
・ 浅野良一 『学校におけ る OJT の効果的 な進め方』 教

育開発研究所, 2009年。

・ 尾木和英 ・ 有村久春 『教育課題に応え る教員研修の実

際』 ぎよう せい, 2004年。

・ 小原明恵 「教員研修に関す る社会学的分析の課題一 先

行研究のレ ビュ ーを通 じ て 一」 『東京大学大学院教育

学研究科紀要』 第54巻, 2014年, 81-90頁。
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